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文部省（現、文部科学省）が 1988 年 4 月から「校則の見直し」を指示している。その方向性は本稿執筆時（2019 年）まで
変わりない。近年「校則」に関する議論が再び高まっている。「黒染め」という新たな問題も生じて、訴訟も提起されてい
る。本稿では「校則」の歴史について判例史を含めてふりかえる。さらに 1988 年におこなわれた「校則」の実態調査に比











学制発布より前、1872 年 5 月に大阪府「小学生徒心得」が























































































































































表 「校則裁判」一覧 24 
事件名 判決 争われた校則 請求 結論 
①熊本玉東中事件
（公立） 




















































































































上記⑪では、裁判としては本稿執筆時（2019 年 10 月）では












強要を続ける。2 年生の 2 学期には 4 日に一度以上のペース






いて、全日制 137 校のうち 127 校が校則や指導方針・内規の
いずれかに禁止規定を設けていた。パーマなどの禁止規定は
122 校、『そり込み、モヒカンなど奇抜な髪形禁止』など髪形
に関する禁止規定は 64 校にあった。」29との調査結果がでる。 
さらに、「校則などを全般的に点検するよう各校長に指示す
る方針」30を示した。2018 年 4 月に、「府立学校 90 校が昨年











1988 年 1 月に、加治佐哲也らは宮崎短期大学において一年
生 336 名を対象に「中学校・高等学校の校則に関する調査」を





生であり、調査時期は 2019 年 6 月・9 月であり、回収数は 325
名であった。 














 今回回収した質問紙は 325 枚であり、高校の所在地は兵庫
県内（56.8%）、大阪府内（25.6%）、それ以外（17.5％）であ
る。設置者は公立 76.7%、私立 22.6%、国立 0.7%である。男
女共学校 85.6%、女子校 14.4%である。高校の生徒数は 500 人







































































































































































































していなかったから」と答える比率が 1988 年では 68.4％、
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などの項目を立てて行い、10 代、20 代、30 代、40 代、
50 代とわけて集計している。「髪の毛」では「16.5, 13.1, 
9.5, 10.0, 12.7%」、「スカート」では「48.1, 32.1, 27.5, 
25.6, 30.5%」というデータを示している。他にも、「チ
ャイムの前に着席をする」は 10 代 26.6%にたいして
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